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２　施設の概要

KV

災害対策本部

基本情報シート

所有形態

防火指定

第2種住居地域 60

公用財産

大分類

敷
　
地

庁舎等

準防火地域

施設分類

用途地域

（一）10mを超える
3時間以上　2時間以上　測定面4m

日影規制

市有地12,020.43

中分類行政系施設

容 積 率

１　建物の概要

所管部署

財産区分

所 在 地

第2種

耐用年数 （補助金関係）

敷地面積

構　　　造

高度地区

公有財産

200

施設構成

診断実施年度： － 補強実施年度：

建ぺい率

昭和57年以降（新耐震施設）

1

－－

防衛施設周辺民生安定施設整備事業補助金（防衛８条）

地下

16,998.74

休館（所）日午前８時30分から午後５時15分まで 土日曜・祝日・年末年始

事務室ほか

実施サービス

－増築履歴

階　　　数

延べ床面積

利用人員

帰宅困難者用（市民用）備蓄 帰宅困難者用（職員用）備蓄 有り

無し

避難所指定

有り

市民に対する行政サービス

6.6非常用電源設備 有り

正規職員（管財係）８名、庁舎管理業務委託１０名、庁舎清掃業務等委託１２名

市民ほか

不明

供用開始年度H6(1994)年度

増築年度

地上

運営形態

運営体制（人員配置状況）

昭島市庁舎管理規則

鉄骨・鉄筋コンクリート 7

評定：

総務部 契約管財課

昭島市田中町1-17-1

本庁舎

有り
防災設備

備蓄倉庫 有り 飲料用貯水槽

4,092.58

井戸

設置根拠（条例等）

建設年度

利用対象者

60年

建築面積

増築なし

利用時間

設置目的

耐震性能

建
　
　
物

市民に行政サービスを提供し、庁舎における公務の円滑かつ適正な遂行を期するため

H9(1997)年度

直営
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２　施設の概要

W

総務部 契約管財課

昭島市昭和町1-6-11

S40(1965)年度

671.34

1人～13人（休庁日を含む）

飲料用貯水槽 無し

相談室・資料室・高齢者多目的
活動室（2）・事務所・倉庫

60年

増築なし

（補助金関係）

200

不明

無し備蓄倉庫 無し

非常用電源設備

施設構成

実施サービス

利用人員

利用対象者

設置根拠（条例等）

利用時間

設置目的

建設年度

耐震性能

建築面積

耐用年数

運営形態

職員・教職員・児童（高校生以下）その他一般利用者

不明

帰宅困難者用（市民用）備蓄 帰宅困難者用（職員用）備蓄 無し 無し
防災設備

基本情報シート

所有形態

防火指定

第1種住居地域 近隣商業地域 60 80

公用財産

大分類

建ぺい率

市有地敷地面積

中分類行政系施設 庁舎等

6,018.04

１　建物の概要

所管部署

財産区分

所 在 地

敷
　
地

高度地区

昭和町分室

昭島市教育相談室設置規則第１条　※教育相談室のみ

指定なし

用途地域

（一）10mを超える
4時間以上　2.5時間以上　測定面4m

日影規制

教育相談・歴史的郷土資料の見学施設

1,650.06

12階　　　数

診断実施年度： － 補強実施年度：

－増築履歴

H2(1990)年度

延べ床面積

避難所指定

その他

無し

運営体制（人員配置状況）

井戸

容 積 率

構　　　造

供用開始年度

200 準防火地域

地下地上鉄筋コンクリート

施設分類

第2種

建
　
　
物

庁舎分室

休館（所）日
午前８時30分から午後５時15分まで
（郷土資料室は除く）

土日・祝日（郷土資料室は除く）

評定：

増築年度

昭和56年以前（旧耐震基準） 無し－
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構　　　造

供用開始年度

（補助金関係）

階　　　数

中分類

高度地区

H5(1993)年度

大分類

日影規制

軽量鉄骨

第1種

100100

なし

指定なし

利用人員

設置根拠（条例等）

利用対象者

飲料用貯水槽

実施サービス

運営形態

避難所指定

直営

昭島都市計画中神土地区画整理事業第二工区事業実施

事務室、書庫、会議室、更衣室

正規職員８名、再任用職員３名

区画整理事業地内の地権者や建築業者、会議室利用の諸団体構成員等

約１，０００名（主に会議室利用団体が多数あり）

帰宅困難者用（市民用）備蓄 帰宅困難者用（職員用）備蓄 無し 無し

区画整理事業の指導、助言、案内、及び会議室の利用提供

用途地域

敷地面積

行政系施設 その他行政系施設

1,150.50

基本情報シート

所有形態

防火指定

第1種住居地域 第1種低層住居専用地域 50 50

公用財産

敷
　
地

１　建物の概要

容 積 率 防火指定なし

区画整理事務所

無し
防災設備

備蓄倉庫 無し

規制対象外

無し

運営体制（人員配置状況）

井戸

非常用電源設備

建築面積

増築なし

利用時間

設置目的

耐震性能 昭和57年以降（新耐震施設）

建
　
　
物

増築履歴

建設年度

耐用年数

所管部署

財産区分

所 在 地

施設分類

40年

施設構成

昭島都市計画中神土地区画整理事業施行規程

362.16 延べ床面積

診断実施年度： －

土曜、日曜、祝祭日、年末年始

地下地上 -

300.51

1

H6(1994)年度

評定：

増築年度

－－

無し

市有地

建ぺい率

都市計画部 区画整理課

昭島市中神町1136-16

補強実施年度：

－

休館（所）日午前８時３０分から午後５時15分まで
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休館（所）日消防団活動実施時 なし

無し

車庫・和室・会議室

非常勤特別職20名

消防団員

無し

市民の生命・財産を守り、安心・安全な昭島市を構築する

－ 増築年度

中分類行政系施設 消防施設

（参考）消防組織法に基づき、市区域において火災予防に、果たすべき責任を有し消防
業務を処理するため。（法6条・9条）

2

S51（1976）年度

評定：25

特定防衛施設周辺整備調整交付金（防衛９条）

地下

容 積 率

構　　　造

供用開始年度

階　　　数

準防火地域

施設分類

（一）10mを超える
3時間以上　2時間以上　測定面4m

日影規制

民有地

建ぺい率

地上鉄筋コンクリート -

運営体制（人員配置状況）

財産区分

所 在 地

設置条例はなし。消防組織法・消防団条例に基づき「消防団」を設置。（参考）消防団条
例　第２条　市に消防団を設置する。消防法令等、消防ポンプ車格納、消防活動等の十
分な機能を確保するため消防団詰所を整備する。

基本情報シート

所有形態

防火指定

第1種中高層住居専用地域 第1種中高層住居専用地域

１　建物の概要

用途地域

消防団第一分団詰所

所管部署

有り23 補強実施年度：

建設年度

敷地面積 200.58

80.5641.32 延べ床面積

分団定員20名

耐震性能

建
　
　
物

耐用年数

運営形態

井戸

実施サービス

指定なし

帰宅困難者用（職員用）備蓄 無し

避難所指定

非常用電源設備

無し無し 飲料用貯水槽

利用対象者

防災設備
備蓄倉庫

帰宅困難者用（市民用）備蓄

S51（1976）年度

増築なし

施設構成

診断実施年度：

無し

宗教法人福厳寺

総務部 防災課

昭島市中神町2-2-11

耐震補強実施済

60年

直営

（補助金関係）

利用人員

建築面積

利用時間

設置目的

公用財産

大分類

敷
　
地

高度地区

200200

増築履歴

60

設置根拠（条例等）

60

第1種
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実施サービス

利用対象者

建築面積

運営体制（人員配置状況）

利用時間

設置目的

増築履歴

耐震性能

80.49

地上

なし

設置条例はなし。消防組織法・消防団条例に基づき「消防団」を設置。（参考）消防団条
例　第２条　市に消防団を設置する。消防法令等、消防ポンプ車格納、消防活動等の十
分な機能を確保するため消防団詰所を整備する。

建
　
　
物

運営形態

設置根拠（条例等）

休館（所）日消防団活動実施時

診断実施年度：

建設年度

評定：

－

26

避難所指定

市民の生命・財産を守り、安心・安全な昭島市を構築する

井戸

分団定員20名

無し 無し

指定なし

非常用電源設備

24 補強（改修）実施年度：

増築なし

利用人員

帰宅困難者用（市民用）備蓄 帰宅困難者用（職員用）備蓄

無し
防災設備

備蓄倉庫 無し 飲料用貯水槽 無し

基本情報シート

所有形態敷地面積

施設分類

民有地

公用財産

392.24

消防団第二分団詰所

諏訪神社

１　建物の概要

所管部署

財産区分

所 在 地

総務部 防災課

昭島市宮沢町2-30-13

敷
　
地 200

60

中分類行政系施設 消防施設

防火指定容 積 率

構　　　造

供用開始年度

階　　　数

高度地区

大分類

鉄筋コンクリート

建ぺい率

地下

第1種中高層住居専用地域 第1種中高層住居専用地域

S53(1978)年度

2 -

施設構成

用途地域

増築年度

無し

車庫・和室・会議室

消防団員

非常勤特別職20名

有り

60

200

（一）10mを超える
3時間以上　2時間以上　測定面4m

43.40

日影規制第2種

S53(1978)年度

準防火地域

（補助金関係） 特定防衛施設周辺整備調整交付金（防衛９条）

直営

60年耐用年数

延べ床面積

耐震診断実施済み　耐震性有

（参考）消防組織法に基づき、市区域において火災予防に、果たすべき責任を有し消防
業務を処理するため。（法6条・9条）
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休館（所）日消防団活動実施時 なし

無し

車庫・和室・会議室

非常勤特別職20名

消防団員

分団定員20名

無し 非常用電源設備

（参考）消防組織法に基づき、市区域において火災予防に、果たすべき責任を有し消防
業務を処理するため。（法6条・9条）

2

S57(1982)年度

評定： －－

特定防衛施設周辺整備調整交付金（防衛９条）

地下

増築年度

-

容 積 率

構　　　造

供用開始年度

階　　　数

高度地区

S57(1982)年度

消防施設施設分類

用途地域

（一）10mを超える
3時間以上　2時間以上　測定面4m

日影規制

市有地敷地面積 165.33

中分類行政系施設

設置条例はなし。消防組織法・消防団条例に基づき「消防団」を設置。（参考）消防団条
例　第２条　市に消防団を設置する。消防法令等、消防ポンプ車格納、消防活動等の十
分な機能を確保するため消防団詰所を整備する。

基本情報シート

所有形態

防火指定

第1種中高層住居専用地域 第1種中高層住居専用地域 60 60

公用財産

大分類

準防火地域200

敷
　
地

建
　
　
物

－増築履歴

１　建物の概要

所管部署

財産区分

所 在 地

第1種

耐用年数

避難所指定

200

施設構成

診断実施年度： －

利用対象者

運営形態

設置根拠（条例等）

建設年度

60年

建築面積

増築なし

利用時間

設置目的

耐震性能

鉄筋コンクリート

（補助金関係）

運営体制（人員配置状況）

井戸

実施サービス

指定なし

利用人員

消防団第三分団詰所

無し
防災設備

備蓄倉庫 無し 飲料用貯水槽 無し

総務部 防災課

昭島市拝島町2-4-15

直営

帰宅困難者用（市民用）備蓄 帰宅困難者用（職員用）備蓄 無し

市民の生命・財産を守り、安心・安全な昭島市を構築する

補強実施年度：

建ぺい率

昭和57年以降（新耐震施設）

95.1749.59 延べ床面積

地上
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消防団第四分団詰所

無し
防災設備

備蓄倉庫 無し 飲料用貯水槽 無し

昭和57年以降（新耐震施設）

運営形態

避難所指定

直営

無し

運営体制（人員配置状況）

井戸

非常用電源設備

指定なし

帰宅困難者用（職員用）備蓄

消防団活動実施時利用時間

利用対象者

実施サービス

診断実施年度： － 補強実施年度：

建
　
　
物

－増築履歴

（一）10mを超える
3時間以上　2時間以上　測定面4m

耐震性能

設置根拠（条例等）

設置目的

建設年度

60年

建築面積

増築なし

耐用年数 （補助金関係）

S62（1987）年度

90.08

評定：

増築年度

－－

-

１　建物の概要

所管部署

財産区分

所 在 地

敷地面積

中分類行政系施設

総務部 防災課

昭島市美堀町1-25-3

消防施設

市有地

設置条例はなし。消防組織法・消防団条例に基づき「消防団」を設置。（参考）消防団条
例　第２条　市に消防団を設置する。消防法令等、消防ポンプ車格納、消防活動等の十
分な機能を確保するため消防団詰所を整備する。

利用人員

市民の生命・財産を守り、安心・安全な昭島市を構築する

（参考）消防組織法に基づき、市区域において火災予防に、果たすべき責任を有し消防
業務を処理するため。（法6条・9条）

休館（所）日

基本情報シート

所有形態

防火指定

第1種中高層住居専用地域 第1種中高層住居専用地域 60 60

公用財産

大分類

敷
　
地

206.06

階　　　数

高度地区

S62（1987）年度

46.63 延べ床面積

容 積 率

構　　　造

供用開始年度

200 準防火地域

地下地上鉄筋コンクリート

施設分類

日影規制

建ぺい率

第1種

用途地域

200

2

なし

無し

車庫・和室・会議室

非常勤特別職20名

消防団員

分団定員20名

帰宅困難者用（市民用）備蓄 無し

特定防衛施設周辺整備調整交付金（防衛９条）

施設構成
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２　施設の概要

W

無し
防災設備

備蓄倉庫 有り 飲料用貯水槽 無し

60年

倉庫運営形態

設置根拠（条例等）

運営体制（人員配置状況）

利用対象者

設置目的

休館（所）日

市職員

朝日備蓄倉庫

施設構成

診断実施年度： 24

建ぺい率

敷地面積

26

大分類

実施サービス

指定なし

利用人員

帰宅困難者用（市民用）備蓄 帰宅困難者用（職員用）備蓄

利用時間

耐震性能

直営

備蓄物資の搬入搬出時

増築なし

鉄筋コンクリート

避難所指定

昭島市地域防災計画　

発電機有り

なし

増築履歴

80

耐震診断実施済み　耐震性有

用途地域

建築面積 34.96

所管部署

財産区分

所 在 地

第1種

耐用年数 （補助金関係）

総務部 防災課

施設分類

昭島市朝日町4-23-12

行政系施設

公用財産

建設年度

80

-

建
　
　
物

基本情報シート

所有形態

防火指定

第1種低層住居専用地域 第1種低層住居専用地域 40 40

中分類

１　建物の概要

敷
　
地 容 積 率

構　　　造

供用開始年度

階　　　数

高度地区

S55（1980）年度

市有地127.19

防火指定なし

市職員

有り 非常用電源設備

井戸

無し

災害時における、応急食料や生活物資の備蓄

その他行政系施設

災害時における、応急食料や生活物資を備蓄するため。

2

なし

S55（1980）年度

評定： 有り

（一）10mを超える
3時間以上　2時間以上　測定面4m

日影規制

なし

地下

補強（改修）実施年度：

地上

69.92延べ床面積

増築年度－
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２　施設の概要

W

倉庫

災害時における、応急食料や生活物資の備蓄

昭島市田中町3-1-19

行政系施設

高度地区

S58（1983）年度

増築履歴

建築面積

増築なし

施設分類

用途地域

中分類大分類

敷
　
地 容 積 率 100

176.89

100

市有地

供用開始年度

階　　　数

市職員

市職員

基本情報シート

所有形態

防火指定

第1種低層住居専用地域 第1種低層住居専用地域 50 50

公用財産

その他行政系施設

敷地面積

準防火地域

指定なし

帰宅困難者用（市民用）備蓄

昭島市地域防災計画　

-

耐震性能

直営

49.68 延べ床面積

増築年度

－

耐用年数 （補助金関係）

構　　　造 2

－

60年

井戸

施設構成

帰宅困難者用（職員用）備蓄

なし

地上鉄筋コンクリート

99.36

避難所指定

運営形態

総務部 防災課

設置根拠（条例等）

運営体制（人員配置状況）

利用人員

利用対象者

無し

設置目的

有り 非常用電源設備

なし

建
　
　
物

災害時における、応急食料や生活物資を備蓄するため。

S58（1983）年度

評定： -診断実施年度： － 補強実施年度：

建ぺい率

昭和57年以降（新耐震施設）

田中備蓄倉庫

無し
防災設備

備蓄倉庫 有り 飲料用貯水槽 無し

利用時間 休館（所）日

実施サービス

（一）10mを超える
3時間以上　2時間以上　測定面4m

特定防衛施設周辺整備調整交付金（防衛９条）

地下

備蓄物資の搬入搬出時

１　建物の概要

所管部署

財産区分

所 在 地

第1種

建設年度

日影規制

有り
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２　施設の概要

W

実施サービス

指定なし

帰宅困難者用（市民用）備蓄

昭島市地域防災計画　設置根拠（条例等）

運営形態

運営体制（人員配置状況）

利用人員

無し
防災設備

備蓄倉庫 有り 飲料用貯水槽

利用対象者

避難所指定

利用時間

設置目的

耐震性能

直営

建築面積

施設分類

94.48

容 積 率

災害時における、応急食料や生活物資を備蓄するため。

井戸

帰宅困難者用（職員用）備蓄 無し

なし

延べ床面積

－増築履歴

H7（1995）年度

69.0834.54

2

H7（1995）年度

増築なし

基本情報シート

所有形態

防火指定

準工業地域 準工業地域 60 60

公用財産

中分類

敷地面積

１　建物の概要

所管部署

財産区分

所 在 地

200

建ぺい率

行政系施設

総務部 防災課

昭島市武蔵野2-18-3

武蔵野備蓄倉庫

災害時における、応急食料や生活物資の備蓄

発電機

（一）10mを超える
4時間以上　2.5時間以上　測定面4m

市職員

市職員

有り 非常用電源設備

その他行政系施設

準防火地域

第2種

（補助金関係）

施設構成

診断実施年度： － 補強実施年度：

60年

-

供用開始年度

無し

－

大分類

休館（所）日備蓄物資の搬入搬出時 なし

有り

倉庫

階　　　数

市有地

地上鉄筋コンクリート

用途地域

昭和57年以降（新耐震施設） 評定： -

日影規制

敷
　
地

高度地区

特定防衛施設周辺整備調整交付金（防衛９条）

地下

増築年度

200

耐用年数

構　　　造

建
　
　
物

建設年度
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２　施設の概要

W

容 積 率

構　　　造

供用開始年度

階　　　数

高度地区

H9（1997）年度

200 準防火地域

施設分類

市有地敷地面積 200.02

中分類

地上鉄筋コンクリート -

行政系施設 その他行政系施設

2

H9（1997）年度

地下

（二）7mを超える又は3階以上
4時間以上　2.5時間以上　測定面1.5ｍ

日影規制

発電機

昭島市地域防災計画　

基本情報シート

所有形態

防火指定

準工業地域 準工業地域 60 60

－－

市職員

市職員

増築年度

災害時における、応急食料や生活物資を備蓄するため。

評定：

有り 非常用電源設備

特定防衛施設周辺整備調整交付金（防衛９条）

休館（所）日備蓄物資の搬入搬出時

建ぺい率

昭和57年以降（新耐震施設）

194.4097.20 延べ床面積

１　建物の概要

所管部署

財産区分

所 在 地

第2種

耐用年数 （補助金関係）

200

総務部 防災課

公用財産

大分類

敷
　
地

建
　
　
物

－増築履歴

昭島市福島町3-15-4

用途地域

利用人員

帰宅困難者用（市民用）備蓄 帰宅困難者用（職員用）備蓄

災害時における、応急食料や生活物資の備蓄

無し

利用対象者

施設構成

診断実施年度： － 補強実施年度：

なし

有り

倉庫

なし

避難所指定

福島備蓄倉庫

無し
防災設備

備蓄倉庫 有り 飲料用貯水槽 無し

運営形態

設置根拠（条例等）

建設年度

60年

建築面積

増築なし

利用時間

設置目的

耐震性能

直営

運営体制（人員配置状況）

井戸

実施サービス

指定なし
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２　施設の概要

W

施設構成

診断実施年度： －

直営

補強実施年度：

建ぺい率

昭和57年以降（新耐震施設）

美堀備蓄倉庫

総務部 防災課

昭島市拝島町3927-9

運営形態

設置根拠（条例等）

建設年度

60年

建築面積

増築なし

利用時間

設置目的

耐震性能

運営体制（人員配置状況）

井戸

実施サービス

指定なし

利用人員

帰宅困難者用（市民用）備蓄 帰宅困難者用（職員用）備蓄 無し

利用対象者

災害時における、応急食料や生活物資の備蓄

避難所指定

無し
防災設備

備蓄倉庫 有り 飲料用貯水槽 無し

財産区分

所 在 地

第2種

耐用年数

144.0072.00 延べ床面積

地上鉄筋コンクリート

（補助金関係）

-

200容 積 率

構　　　造

供用開始年度

階　　　数

高度地区

H15(2003)年度

その他行政系施設

基本情報シート

所有形態

防火指定

準工業地域 第2種中高層住居専用地域 60 60

公用財産

大分類

敷
　
地 200

建
　
　
物

－増築履歴

１　建物の概要

所管部署

施設分類

用途地域

（二）7mを超える又は3階以上
4時間以上　2.5時間以上　測定面1.5ｍ

日影規制

市有地敷地面積 154.78

中分類行政系施設

災害時における、応急食料や生活物資を備蓄するため。

2

H15(2003)年度

評定： －－

特定防衛施設周辺整備調整交付金（防衛９条）

地下

増築年度

準防火地域

昭島市地域防災計画　

休館（所）日備蓄物資の搬入搬出時 なし

有り

倉庫

なし

市職員

市職員

有り 非常用電源設備 発電機
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２　施設の概要

W

なし

市職員

市職員

休館（所）日備蓄物資の搬入搬出時

200

（一）10mを超える
3時間以上　2時間以上　測定面4m

日影規制

H23(2011)年度

評定：

-2

施設分類

109.13

昭島市中神町1256

大分類

敷
　
地

高度地区

66.58

地上

なし

133.16延べ床面積

災害時における、応急食料、飲料水,生活物資を備蓄するため。

直営

基本情報シート

所有形態

防火指定

第1種中高層住居専用地域 第1種中高層住居専用地域 60

中分類

200

地下

増築年度

用途地域

第2種

耐用年数 （補助金関係）

H23(2011)年度

容 積 率

なし

－－

供用開始年度

階　　　数

60

構　　　造

公用財産

建ぺい率

１　建物の概要

所管部署

財産区分

所 在 地

敷地面積

準防火地域

鉄筋コンクリート

避難所指定

井戸

実施サービス

指定なし

利用人員

建築面積

増築なし

利用時間

設置目的

耐震性能

建
　
　
物

増築履歴

昭島市　地域防災計画　

昭和57年以降（新耐震施設）

帰宅困難者用（市民用）備蓄 帰宅困難者用（職員用）備蓄 無し 非常用電源設備

災害時における、応急食料や生活物資の備蓄

施設構成

発電機有り

中神備蓄倉庫

無し
防災設備

備蓄倉庫 有り 飲料用貯水槽 無し

総務部 防災課

建設年度

60年

設置根拠（条例等）

運営体制（人員配置状況）

運営形態

利用対象者

有り

倉庫

行政系施設

診断実施年度： － 補強実施年度：

－

その他行政系施設

市有地
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W有り 発電機

避難所指定 指定なし

無し

帰宅困難者用（市民用）備蓄 有り 帰宅困難者用（職員用）備蓄 無し 非常用電源設備
防災設備

備蓄倉庫 有り 飲料用貯水槽 無し 井戸

利用対象者 市職員

利用人員 市職員

実施サービス 災害時における、応急食料や生活物資を備蓄

運営形態 直営 施設構成 倉庫

運営体制（人員配置状況） なし

設置目的 災害時における、応急食料、飲料水,生活物資を備蓄するため。

利用時間 備蓄物資の搬入搬出時 休館（所）日 なし

－ 評定： －

設置根拠（条例等） 昭島市　地域防災計画　

増築履歴 増築なし － 増築年度

耐震性能 昭和57年以降（新耐震施設） 診断実施年度： － 補強実施年度：

耐用年数 60年 （補助金関係） 再編交付金

建築面積 107.65 延べ床面積 215.30

鉄筋コンクリート 階　　　数 地上 2 地下 -

高度地区 第2種 日影規制
（一）10mを超える

3時間以上　2時間以上　測定面4m

建
　
　
物

建設年度 H26(2014)年度 供用開始年度 H26(2014)年度

構　　　造

第1種中高層住居専用地域 建ぺい率 60 60

容 積 率 200 200 防火指定 準防火地域

所 在 地 昭島市福島町二丁目1167番７

敷
　
地

敷地面積 222.22 所有形態 市有地

用途地域 第1種中高層住居専用地域

施設分類 大分類 行政系施設 中分類 その他行政系施設

基本情報シート

玉川備蓄倉庫

１　建物の概要

所管部署 総務部防災課

財産区分 公用財産


